
豊島区公文書管理のあり方検討委員会 次第

平成 30年 12月 12日（水）
午後 3時 30分～午後 4時 30分
豊島区役所本庁舎 5階 庁議室

１ 開   会

２ 答   申

配付資料

 資料１  豊島区公文書管理のあり方に関する答申（写）（別冊）

 資料２  「（仮称）豊島区公文書等の管理に関する条例（案）」

パブリックコメントの実施について

 資料３  豊島区公文書等の管理に関する条例（素案）

 資料４  豊島区公文書管理のあり方検討委員会委員名簿



「（仮称）豊島区公文書等の管理に関する条例（案）」 

パブリックコメントの実施について 

１．案の公表について 

（１）実施期間…平成３０年１２月１１日から平成３１年１月１１日まで 

（２）周知方法…広報としま１２月１１日号への掲載 

ホームページパブリックコメントページへの掲載 

（３）閲覧場所…総務課、行政情報コーナー、区民事務所、図書館、区民ひろば、 

区ホームページ 

（４）意見募集方法…文書にて郵送、直接持参、ＦＡＸ、電子メール 

（５）公表案…別紙のとおり 

２．結果の公表について 

（１）公表日…平成３１年２月２１日予定 

（２）周知方法…広報としま２月２１日号への掲載 

        ホームページパブリックコメントページへの掲載 

（３）閲覧場所…総務課、行政情報コーナー、区民事務所、図書館、区民ひろば、 

区ホームページ 

３．今後のスケジュールについて 

平成３１年第１回区議会定例会に条例案を上程予定 

資料 2 
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「（仮称）豊島区公文書等の管理に関する条例」に関する 
パブリックコメントの実施について 

1. 制定の趣旨
国が「公文書等の管理に関する法律」を制定した平成２１年をはさみ、年金記録や防衛省

の日報、財務省の国有地取引に関する公文書管理がマスメディアでも大きく取り上げられて
います。他の地方自治体においても、同様の問題が発覚し、公文書の適正な管理を行うこと
が求められています。 
この度、豊島区では、公文書の管理について、公文書を区民の皆さん共有の知的資源と位

置づけ、公文書の適切な管理について改めて条例で定めることといたしました。 
この条例に基づき、公文書を適切に管理していくことで、区民の皆さんの合意のもと、区

政の公正性及び透明性を確保し、区が行う様々な活動を現在だけでなく、将来の区民の皆さ
んに説明する責任を果たすことを目指します。 

2. 条例のポイント 
定義（第 2条関係）
実施機関 区長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、議会
公文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真、マイク

ロフィルム及び電磁的記録であって、組織的に用いるものとして、実施機
関が保有しているもの

重要公文書 公文書のうち、区政の重要事項に関わり、将来にわたって区の活動又は 
歴史を検証する上で重要な資料となるもの

特定重要公文書 重要公文書が現用文書(※)としての保存期間を終えたのち、永久に保存 
すべきものとして、区長に渡されたもの

※業務上使用している段階のもの 
⇒パソコン上にあるような電子データや送受信する電子メールも原則、公文書に該当すること
になります。 

公文書の作成（第4条関係）
職員は、実施機関の意思決定の過程や事務・事業の実績については、処理に係る事案が軽微な
ものである場合を除き、公文書を適正に作成しなければならないことを定めます。

公文書の整理・保存（第5,6 条関係）
作成・取得された公文書は、フォルダ等（同じ保存年限、事業や業務ごとのまとまり）にまと
めて分類し、保存期間を設定します。フォルダ等は、適切な保存方法で、適切な記録媒体によ
り、識別しやすくするための措置をとった上で保存しなければならないことを定めます。
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⇒保存の最長期間を 30年に設定し、その後は原則、特定重要公文書とするか、廃棄すること
とします。 
⇒最終的な決定文書だけでなく、組織上の意思決定の過程がわかるような文書も公文書と
して保存します。 

公文書の移管又は廃棄（第 8条関係）
実施機関は、保存期間が満了したフォルダ等のうち、重要公文書を区長に移管し、それ以外を
適切に廃棄しなければならないことを定めます。また、そのときには、事前に第三者機関であ
る豊島区公文書等管理委員会の意見を聴かなければならないことを定めます。

管理状況の報告（第 9条）
実施機関は、公文書の管理の状況等について、毎年度、報告書を作成しなければならないこと
を定めます。また、区長は、その報告を取りまとめ、概要をインターネット等により公表し、
公文書に関する区民の皆さんの意識啓発に努めなければならないことを定めます。

特定重要公文書の保存（第 10条関係）
区長は、特定重要公文書を永久に保存しなければならないことを定めます。
⇒特定重要公文書の公開・利用手続きについては、別途定めます。 

豊島区公文書等管理委員会の設置（第13 条関係）
公文書等の適正な管理を図るため、区長の附属機関として、豊島区公文書等管理委員会を設置
することを定めます。
⇒特定重要公文書の決定、廃棄文書の決定等について意見をいただきます。 

出資法人等の保有する文書の管理（第15 条関係）
区が出資又は財政的援助を行う法人は、この条例の趣旨にのっとり、保有する文書の適切な管
理を行うため必要な措置をとるよう努めなければならないことを定めます。

３．スケジュール（予定） 
平成 30 年度 平成 31 年度

12月 1月 2月 3月 10月
○委員会報告 
○パブリックコメント実施 
（12月 11日 1 月 11日） 

 ○条例案上程  ○条例施行 
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豊島区公文書等の管理に関する条例 

第 1章 総則 

（目的） 

第 1 条 この条例は、豊島区自治の推進に関する基本条例（平成 18 年豊島区条例第 1

号）第 14 条に基づき、区民の知る権利を保障し、区民の区政への積極的な参加を推

進するために、区民共有の知的資源としての公文書及び特定重要公文書の適切な管理

について定めることにより、区民合意のもと、区政を適正かつ効率的に運営するとと

もに、豊島区（以下「区」という。）の諸活動について現在及び将来の区民に説明す

る責務を全うすることを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 実施機関 区長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員及び議会をいう。 

  (2) 公文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真、マ

イクロフィルム及び電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られた記録をいう。) であって、当該実施機関

の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。た

だし、次に掲げるものを除く。 

ア 官報、公報、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に頒布し、又は販売する

ことを目的として発行されるもの 

イ 特定重要公文書 

ウ 豊島区立図書館設置条例（昭和 39 年豊島区条例第 12号）第 2条に規定する図

書館、豊島区立郷土資料館条例（昭和 59年豊島区条例第 18 号）第 2条に規定す

る資料館その他の区の施設において、歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究

用の資料として特別の管理がされているもの 

(3) 重要公文書 公文書のうち、区政の重要事項に関わり、将来にわたって区の活

動又は歴史を検証する上で重要な資料となるものであり、永久に保存すべきものを

いう。 

(4) 特定重要公文書 第 8 条第 1 項の規定により区長に移管された重要公文書をい

う。 

(5) 公文書等 次に掲げるものをいう。 

ア 公文書 

イ 特定重要公文書 

（素案） 資料 3 
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(他の法令等との関係) 

第 3 条 公文書等の管理については、法律若しくはこれに基づく命令又は他の条例に特

別の定めがある場合を除くほか、この条例の定めるところによる。 

第 2章 公文書の管理 

(公文書の作成) 

第 4 条 実施機関の職員は、第 1条の目的の達成に資するため、当該実施機関の意思決

定の過程及び事務又は事業の実績については、処理に係る事案が軽微なものである場

合を除き、公文書を適正に作成しなければならない。 

(整理) 

第 5 条 実施機関の職員が公文書を作成し、又は取得したときは、当該実施機関は、当

該公文書について分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了する

日を設定しなければならない。 

2 実施機関は、能率的な事務又は事業の処理及び公文書の適切な保存に資するよう、

単独で管理することが適当であると認める公文書を除き、適時に、相互に密接な関連

を有する公文書(保存期間を同じくすることが適当であるものに限る。) を一の集合

物 (以下「フォルダ」という。) にまとめなければならない。 

3 前項の場合において、実施機関は、当該フォルダについて分類し、名称を付すると

ともに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定しなければならない。 

4 実施機関は、職務の遂行上必要があるときは、その必要な限度において、第 1 項及

び前項の規定により設定した保存期間及び保存期間の満了する日を延長することが

できる。 

5 実施機関は、フォルダ及び単独で管理している公文書（以下「フォルダ等」という。）

について、保存期間(前項の規定により延長した場合にあっては、延長後の保存期間。

以下同じ。) の満了前のできる限り早い時期に、保存期間が満了したときの措置とし

て、重要公文書に該当するものにあっては、区長への移管（区長が、重要公文書の保

存期間が満了したときに引き続き保存する場合（次条第４項の規定により保存してい

る場合を除く。）を含む。以下同じ。）の措置を、それ以外のものにあっては、廃棄の

措置をとるべきことを別に定めなければならない。 

(保存) 

第 6 条 実施機関は、フォルダ等について、当該フォルダ等の保存期間の満了する日ま

での間、その内容、時の経過、利用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保する

ために必要な場所において、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を
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講じた上で保存しなければならない。 

2 前項の場合において、実施機関は、当該フォルダ等の集中管理の推進に努めなけれ

ばならない。 

3 実施機関は、フォルダ等を保存するときは、当該フォルダ等の改ざん、盗難、消失

及び漏えいを防止するため、必要な措置を講じなければならない。 

4 区長は、第 1 項の規定による保存及び第 2 項の規定による集中管理の推進に資する

ため、他の実施機関からの依頼を受けて、フォルダ等の保存を行うことができる。 

(フォルダ等管理簿) 

第 7 条 実施機関（議会を除く。）は、フォルダ等の管理を適切に行うため、フォルダ

等の分類、名称、保存期間、保存期間の満了する日、保存期間が満了したときの措置

及び保存場所その他の必要な事項(豊島区行政情報公開条例(平成 12 年豊島区条例第

2号。以下「行政情報公開条例」という。) 第 7条各号に規定する非公開情報に該当

するものを除く。) を帳簿 (以下「フォルダ等管理簿」という。) に記載しなければ

ならない。ただし、1年未満の保存期間が設定されたフォルダ等については、この限

りでない。 

2 前項の規定は、議会について準用する。この場合において、同項中「実施機関（議

会を除く。）」とあるのは「議会」と、「(豊島区行政情報公開条例(平成 12年豊島区条

例第 2号。以下「行政情報公開条例」という。) 第 7 条各号に規定する非公開情報に

該当するものを除く。) 」とあるのは「 (豊島区議会情報公開条例 (平成 15 年豊島

区条例第 21 号。以下「議会情報公開条例」という。) 第 8 条各号に規定する非公開

情報に該当するものを除く。) 」と読み替えるものとする。 

3 実施機関は、フォルダ等管理簿について、インターネットを使用する方法その他の

適当な方法により公表しなければならない。 

(移管又は廃棄) 

第 8 条 実施機関は、保存期間が満了したフォルダ等について、第 5条第 5項の規定に

よる定めに基づき、重要公文書に該当するものを区長に移管しなければならない。 

2 実施機関（議会を除く。）は、前項の規定により移管する重要公文書について、行政

情報公開条例第 7 条各号に規定する非公開情報に該当するものとして公開の制限を

行うことが適切であると認める場合には、その旨の意見を付さなければならない。 

3 前項の規定は、議会について準用する。この場合において、同項中「実施機関（議

会を除く。）」とあるのは「議会」と、「行政情報公開条例第 7条各号」とあるのは「議

会情報公開条例第 8条各号」と読み替えるものとする。 

4 実施機関は、保存期間が満了したフォルダ等（重要公文書に該当するものを除く。

次項において同じ。）について、適切に廃棄（第 6 条第 4 項の規定により区長が保存
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しているものを除く。）しなければならない。 

5 区長は、第 6 条第 4 項の規定により保存しているフォルダ等のうち、保存期間が満

了したものについて、適切に廃棄しなければならない。 

6 第 1 項に規定する移管又は第 4 項若しくは前項に規定する廃棄をしようとするとき

は、あらかじめ、第 13条に規定する豊島区公文書等管理委員会（第 11条第 2項にお

いて「委員会」という。）の意見を聴かなければならない。ただし、1年以下の保存期

間が設定されたフォルダ等を廃棄しようとするときは、この限りでない。 

(管理状況の報告) 

第 9 条 実施機関は、フォルダ等管理簿の記載状況その他の公文書の管理の状況につい

て、毎年度、報告書を作成しなければならない。 

2 区長は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要についてインターネットを使

用する方法その他の適当な方法により公表するとともに、公文書等の適正な管理に関

する区民の意識の啓発に努めなければならない。 

3 区長は、第 1 項に定めるもののほか、公文書の適正な管理を確保するために必要が

あると認める場合には、他の実施機関に対し、公文書の管理について、その状況に関

する報告若しくは資料の提出を求め、又は当該職員に実地調査をさせることができる。 

第 3章 特定重要公文書の保存等 

(特定重要公文書の保存等) 

第 10 条 区長は、特定重要公文書について、次条第 1 項の規定により廃棄する場合を

除き、永久に保存しなければならない。 

2 区長は、特定重要公文書について、その内容、保存状態、時の経過、利用の状況等

に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所において、適切な記録媒体

により、識別を容易にするための措置を講じた上で保存しなければならない。 

3 区長は、特定重要公文書に個人情報等(豊島区個人情報等の保護に関する条例(平成

12 年豊島区条例第 3号)第 2条第 11 号に規定する個人情報等をいう。以下同じ。) が

記録されている場合には、当該個人情報等の漏えいの防止のために必要な措置を講じ

なければならない。 

4 区長は、別に定めるところにより、特定重要公文書の適切な保存を行い、及び適切

な利用に資するために必要な事項を記載した目録を作成し、公表しなければならない。 

(特定重要公文書の廃棄) 

第 11 条 区長は、特定重要公文書が、劣化損傷等により判読及び修復が不可能で利用

できなくなった場合その他の歴史資料として重要でなくなったと認める場合には、当
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該文書を廃棄することができる。 

2 区長は、前項に規定する廃棄をしようとするときは、あらかじめ、委員会の意見を聴

かなければならない。 

第 4章 雑則 

(公文書等の管理に関する規程等の整備) 

第 12 条 実施機関は、公文書の管理が第 4条から第 9 条までの規定に基づき適正に行

われることを確保するため、公文書の管理に関する定め(以下「規程等」という。) を

設けなければならない。 

2 規程等には、公文書に関する次に掲げる事項を規定しなければならない。 

(1) 公文書の作成に関する事項 

(2) 公文書の整理に関する事項 

(3) 公文書の保存に関する事項 

(4) フォルダ等管理簿に関する事項 

(5) 公文書の移管又は廃棄に関する事項 

(6) 公文書の管理状況の報告に関する事項 

(7) その他公文書の管理に必要な事項 

3 区長は、特定重要公文書の管理が第 10条及び前条の規定に基づき適正に行われるこ

とを確保するため、前項に掲げる事項のほか、特定重要公文書に関する事項を規定し

なければならない。 

（豊島区公文書等管理委員会の設置） 

第 13 条 公文書等の適正な管理を図るため、区長の附属機関として、豊島区公文書等

管理委員会（以下「委員会」という）を設置する。 

2 委員会は、区長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項を調査及び審議して答申する。 

（1）第 8条第 1項に規定する区長への移管並びに同条第 4項及び第 5項並びに第 11条

第 1項に規定する廃棄に関する事項 

（2）公文書等の管理に関する条例等の改廃に関する事項 

（3）前 2号に定めるもののほか、公文書等の管理に関する重要な事項 

3 委員会は、委員 5名以内をもって組織する。 

4 委員会の委員は、公文書等の管理に関して優れた識見を有する者のうちから、区長

が委嘱する。 

5 委員の任期は、2年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再

任を妨げない。 

6 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様と
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する。 

7 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、区長が定

める。 

(職員の意識の高揚) 

第 14 条 実施機関は、当該実施機関の職員に対し、公文書の管理を適正かつ効果的に

行うために必要な知識及び技能を習得及び向上させるために必要な研修等を行うこ

とにより、公文書の管理に関する職員の意識の高揚を図るよう努めなければならない。 

(出資法人等の保有する文書の管理) 

第 15 条 区が出資又は財政的援助を行う法人で区長が指定するもの（以下「出資法人

等」という。）は、この条例の趣旨にのっとり、その保有する文書の適切な管理を行

うため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

2 区長は、出資法人等に対し、前項に定める必要な措置を講ずるよう求めるものとす

る。 

(委任) 

第 16 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は別に定め

る。 
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豊島区公文書管理のあり方検討委員会委員名簿

任期 平成３０年４月１日～平成３２年３月３１日

（敬称略・五十音順）

青 井 未 帆

天 貝 勝 己

小 池 陸 子

篠 原 あ や 子

下 重 直 樹

早 川 和 宏

資料 4 
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